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１．はじめに 

（１）背景 

近年、情報通信技術の進展や、新型コロナウイルス感染症に伴う人々の行

動変化等に伴い、経済・社会のデジタル化が急速に進展している。商品やサ

ービスの売買をはじめとした経済取引に伴って行われる決済も、この例外で

はなく、現金（紙幣・貨幣）の利用に代わって、クレジットカードやスマー

トフォンアプリ等を用いたキャッシュレス決済サービスの利用が広がってい

る。 

 

キャッシュレス決済サービスの提供主体の多様化も進んでおり、これまで

伝統的に決済サービスを提供してきた銀行やクレジットカード会社といった

金融業を営む民間事業者だけではなく、情報技術を活用して革新的な金融サ

ービスを提供するフィンテック企業や情報通信・交通・流通といった他の業

種を営む多種多様な民間事業者が決済サービス分野に進出してきている。こ

の背景の一つには、データが新たな価値を生み出すものとして認識され、経

済取引と表裏一体である決済に関するデータを利活用することの重要性が増

していることがあると考えられる。 

 

こうした流れの中で、利用者は決済手段の多様化や利便性の向上といった

恩恵を受けている一方、決済サービス間における連携の不足や潜在的な寡占

化の懸念のほか、セキュリティ対策やプライバシー保護上の課題について指

摘もある。 

 

このように経済・社会のデジタル化とキャッシュレス決済の普及が進む中

で、２０１９年にいわゆる「グローバル・ステーブルコイン構想」が示され

たこと等を契機として、諸外国においてＣＢＤＣ（中央銀行デジタル通貨：

Central Bank Digital Currency）の検討が本格化している。 

 

ＣＢＤＣは、中央銀行の負債としてそれぞれの国の法定通貨建てで発行さ

れる新たな形態の電子的な中央銀行マネーであり、個人や一般企業を含む幅

広い主体の利用を想定した「一般利用型」の調査研究・検討が多くの国で進

められており1、バハマなど一部の国・地域において導入されている。 

 

 
1 ＣＢＤＣには、「⼀般利⽤型」のほか、⾦融機関間での⼤⼝の決済に利⽤するなど⼀部の主体のみに
提供される「ホールセール型」もあるが、本中間整理においては、特段の断りがない限り、「⼀般利⽤
型」を単に「ＣＢＤＣ」とする。 
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また、Ｇ７（７か国財務大臣・中央銀行総裁会議）は２０２１年に「リテ

ールＣＢＤＣに関する公共政策上の原則」を公表し、通貨・金融システムの

安定など１３の基本原則を示している。一方、主要国・地域は、これまで明

確な発行判断を行っていないものの、それぞれが調査研究・検討を進めてい

るところである。 

 

我が国においても、日本銀行が２０２０年１０月に「中央銀行デジタル通

貨に関する日本銀行の取り組み方針」を公表し、２０２１年４月以降、概念

実証・パイロット実験を通じて技術面における実証に取り組んでいる。 

 

また、「経済財政運営と改革の基本方針２０２１」（２０２１年６月１８

日 閣議決定）において、「ＣＢＤＣについて、政府・日銀は、（中略）制

度設計の大枠を整理」することとされたことを踏まえ、通貨制度を所管する

財務省において、ＣＢＤＣに関する有識者会議（以下、「有識者会議」）が

２０２３年４月に立ち上げられた。その後、「経済財政運営と改革の基本方

針２０２３」（２０２３年６月１６日 閣議決定）において、「政府・日本

銀行は、年内目途の有識者の議論の取りまとめ等を踏まえ、諸外国の動向を

見つつ、制度設計の大枠を整理」することとされており、ＣＢＤＣに関する

関係府省庁・日本銀行連絡会議（以下、「連絡会議」）が２０２４年１月に

設置された。 

 

本中間整理は、我が国においてＣＢＤＣを導入することを予断するもので

はないが、仮に導入する場合に考えられる制度設計上の主要論点に関する基

本的な考え方や選択肢等を明らかにする観点から、２０２３年１２月の有識

者会議の取りまとめを踏まえた上で、本連絡会議におけるこれまでの議論を

整理したものである。 

 

（２）本連絡会議で検討するＣＢＤＣ 

本連絡会議で検討する我が国のＣＢＤＣは、電子マネーやＱＲコード決済

といった民間デジタル決済手段と同様、例えばスマートフォンアプリや物理

カードを用いることにより決済を行うことが想定されているデジタル通貨で

ある。一万円券（お札）や５００円貨（硬貨）といった現金と同様、例えば

店舗における日々の買い物など、日常取引に幅広く使うことができる。通常、

現金による決済が難しいオンラインショッピング等でも、決済手段として機

能することが想定されている。 
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民間デジタル決済手段とＣＢＤＣの違いについて見ると、民間デジタル決

済手段は、店舗によって利用可能な決済手段が異なる場合や、異なる決済手

段間での送金ができない場合もあり得る一方、ＣＢＤＣは、誰でも、いつで

も、どこでも使うことができる決済手段として制度化される点が大きく異な

る。 

 

もう一つの大きな違いは、ＣＢＤＣが、中央銀行である日本銀行の負債と

して発行され、流通する点である。このため、現金と同様、利用者にとって

は信用リスクなく安全に利用できるとともに、基本的に即時に決済が完了し

安心して受け取ることができる2。 

 

 

２．現状認識 

（１）我が国の現金・その他の決済手段を巡る状況 

我が国の通貨3は、「貨幣」及び「日本銀行券（紙幣）」によって構成され

ている（以下、貨幣と紙幣のことを単に「現金」とする）。 

 

現金は、日本銀行が銀行に対して払い出すこと（発行4）により流通が開始

し、日本銀行が銀行から受け入れること（還収）により流通が終了するもの

であり、銀行が仲立ちするという観点で、「二層構造」をとっている。 

 

我が国における現金の流通高は、全体として増加傾向にあったところ、２

０２３年度末時点で約１２６兆円となっている。保有部門別で見れば、家計

における現金の保有が増加傾向にあった。また、流通高の大宗を占める紙幣

は、全体として増加傾向にあった中、特に一万円券の増加が顕著となってい

た。一方、貨幣については、その流通高は近年増加傾向にあったものの、足

元では減少している。 

 

個人が利用する決済手段について見れば、現金の使用率は、支払額が高額

であるほど低く、近年は支払額の多寡にかかわらず、全体として低下傾向に

ある。一方、キャッシュレス決済手段としては、電子マネーやコード決済の

使用率は、現金と同様、支払額が高額であるほど低いが、クレジットカード

 
2 例えば、個⼈が店舗に対して⺠間決済⼿段を⽤いて⽀払を⾏う場合、⽀払の時点よりも後に、当該店
舗は当該⺠間決済⼿段を提供する事業者から銀⾏振込等の形で受け取ることが多いが、ＣＢＤＣの場
合は、基本的に⽀払の時点において受け取ることになると想定される。 
3 通貨の単位及び貨幣の発⾏等に関する法律（通貨法）第⼆条第三項により規定する通貨を指す。 
4 貨幣の場合、政府が⽇本銀⾏に交付することにより発⾏となる。 
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の使用率は、支払額が高額であるほど高い傾向にある。 

 

個人のキャッシュレス決済比率は、「２０２５年までに４割程度」といっ

た政府目標に対して、２０２３年実績で３９．３％となっているが、キャッ

シュレス決済の定義として口座振替等も勘案した場合には、５割から７割程

度まで達しているとの試算もある。我が国においてキャッシュレス決済は相

当程度浸透しており、少子高齢化で労働力人口が減少する中で、民間企業の

生産性向上にもつながっていると考えられる。一方、既存のキャッシュレス

決済においては、加盟店手数料といった店舗の負担や利用者の使い過ぎへの

不安、決済手段間の相互運用性、セキュリティ対策などの課題が指摘されて

いることにも、あわせて留意が必要である。 

 

諸外国との比較で見れば、我が国における現金の流通高は、対名目ＧＤＰ

比で見て、欧州・米国と同様に増加傾向にあったが、その水準は相対的に高

い。また、現金へのアクセスについても、ＡＴＭ・銀行支店の数において、

他の先進国と遜色ない水準にある。同時に、銀行口座については、国内居住

者の９９％超がいずれかの金融機関に預貯金口座を保有しているものとされ

る5。 

 

（２）諸外国の主な状況 

ＣＢＤＣについて、主要国・地域は、これまで明確な発行判断を行ってい

ないものの、それぞれが調査研究・検討を進めている状況にある6。欧州にお

いては、ＥＣＢ（欧州中央銀行）が２０２１年１０月よりデジタルユーロの

調査フェーズを開始し、２０２３年１０月まで２年間の調査を行った。その

上で、２０２３年１１月より準備フェーズを開始し、更なる実証実験やルー

ルブックの策定など行うこととしている。なお、欧州委員会は、２０２３年

６月にデジタルユーロに関する規則案を公表している。 

 

米国においては、ＦＲＢ（連邦準備制度理事会）が２０２２年１月にディ

 
5 ⼀般社団法⼈全国銀⾏協会よりよい銀⾏づくりのためのアンケート報告書（２０２１年度）。 
6 本中間整理において、主要国・地域の考え⽅として参照しているものは主に以下のとおり。 

欧州：ＥＣＢ調査フェーズ進捗報告（１次~４次）“Progress on the investigation phase of a digital 
euro” （２０２２年９⽉、２０２２年１２⽉、２０２３年４⽉、２０２３年７⽉） 
ＥＣＢ調査フェーズ報告書 “A stocktake on the digital euro”（２０２３年１０⽉） 

⽶国：ＦRＢディスカッションペーパー“Money and Payments: The U.S. Dollar in the Age of Digital 
Transformation”（２０２２年１⽉）及び⽶国財務省「通貨と決済の未来」報告書“Future of 
Money and Payments” （２０２２年９⽉） 

英国：英国財務省／イングランド銀⾏市中協議“The digital pound: a new form of money for 
households and businesses?” （２０２３年２⽉） 
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スカッションペーパーを公表し、ＣＢＤＣの利用と機能、潜在的な便益とリ

スク等について分析を行っている。また、米国財務省は２０２２年９月に「

通貨と決済の未来」に関する報告書を公表し、ＣＢＤＣについて、ＦＲＢの

調査・研究の継続を奨励するとともに、米国財務省が主導する関係省庁ワー

キンググループの設置を提言しているところである。 

 

英国においては、２０２３年２月に英国財務省・イングランド銀行が共同

して市中協議文書を公表し、今後数年間にわたる設計フェーズに移るととも

に、２０２４年１月にデジタルポンドの設計方針や今後の進め方に関する報

告書を公表したところである。 

 

主要国・地域におけるＣＢＤＣの目的・意義は区々ではあるが、デジタル

時代における中央銀行マネーへのアクセスを確保することを通じて、通貨主

権と通貨・金融の安定性の確保や国内決済の強靭化・効率化、クロスボーダ

ー決済の改善、金融包摂7を目指す点で概ね共通している。また、その利用イ

メージとしては、既存のキャッシュレス決済の利用と同様、スマートフォン

アプリないし物理カードを用いて、個人間での送金や個人の企業に対する支

払が想定されているほか、政府・個人間における支払も想定される。 

 

なお、中国においては、中国人民銀行が２０１９年よりパイロット実験を

開始し、その対象範囲を順次拡大しつつ、２０２２年末時点においては１７

省２６地域で実施しているが、その流通残高は約１３６億元（２０２２年末

時点。現金流通残高全体の約０．１３％）とされているところである。 

 

また、バハマなどの一部の国・地域8においてＣＢＤＣが導入されているが、

ＣＢＤＣの流通残高は現金流通残高に比べて低い水準にとどまっている。更

に、我が国と経済的関係の深いアジア諸国に目を向けると、例えば、韓国や

タイ、インドなどにおいて、ＣＢＤＣに関する実証実験など調査研究・検討

が進められているところである。 

 

ＢＩＳ（国際決済銀行）の報告書9によれば、２０２２年時点の調査に回答

 
7 欧州においては、「デジタル⾦融包摂」（⾦融サービスへのアクセスを有しない⽅々だけではなく、⾦
融サービスのデジタル化により悪影響を受ける⽅々にも、⾦融サービスを適切に提供していくこと）
の考え⽅が⽰されている。 
8 バハマのほか、東カリブ通貨同盟、ジャマイカ、ナイジェリア。 
9 ＢＩＳサーベイ報告書 “Making headway - Results of the 2022 BIS survey on central bank digital 
currencies and crypto”（２０２３年７⽉） 
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した８６行の中央銀行のうち約９割がＣＢＤＣに関する調査等を実施してお

り、主な検討動機として、新興国・途上国を中心に金融包摂や国内決済の効

率化が挙げられているところである。 

 

（３）日本銀行における取組状況 

日本銀行は、２０２０年１０月に「中央銀行デジタル通貨に関する日本銀

行の取り組み方針」を公表し、「現時点でＣＢＤＣを発行する計画はないが、

しっかり準備しておくことが重要である」という考え方の下、実証実験等の

検討を進めていく方針を示した。 

 

日本銀行は、こうした方針の下、２０２１年４月より２０２２年３月まで、

概念実証フェーズ１として、システム的な実験環境においてＣＢＤＣの基本

機能に関する検証を行うとともに、２０２２年４月より２０２３年３月まで、

概念実証フェーズ２として、フェーズ１で構築した実験環境に周辺機能（保

有額制限、送金指図の予約等）を付加した形での検証も行ったところである。

また、２０２１年３月に「中央銀行デジタル通貨に関する連絡協議会」を設

置し、実証実験の進捗状況等について民間事業者や政府と情報共有を図ると

ともに、２０２２年５月には、同連絡協議会としての「中間整理」を公表し、

実証実験の進捗状況等の説明のほか、議論の内容について整理を行っている

ところである。 

 

日本銀行が行った概念実証フェーズ１においては、①中央銀行のみが台帳

を管理するのか、中央銀行と仲介機関が分担して台帳を管理するのか、②技

術面のデータモデルとして口座の残高によって管理するのか、金銭データに

よって管理するのか、という２つの切り口から３つの台帳設計のパターンを

構築し、検証が行われた。これに続くフェーズ２においては、付加機能を付

けた検証を行ったが、どのパターンも大きな性能劣化は確認されなかった。 

 

更に、２０２３年４月からは、これまでの概念実証では検証しきれなかっ

た技術的な実現可能性の検証と、民間事業者の技術や知見の活用を行うため、

パイロット実験を開始した（なお、店舗や消費者が関与する実取引を行うこ

とは現時点では想定されていない）。このパイロット実験においては、「Ｃ

ＢＤＣフォーラム」を設置し、リテール決済に関わる民間事業者の参加を得

ながら、幅広いテーマを議論・検討することとしている。また、エンドツー

エンドでの処理フローの確認等のため、日本銀行が実験用システムを構築し、

性能試験等を行うことともしている。 
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３．制度設計の大枠の整理に向けた考え方 

国民生活や経済取引のあり方は国・地域毎に多種多様であるとともに、金

融サービスへのアクセスやキャッシュレス決済の普及状況をはじめとした決

済を取り巻く環境・課題も国・地域毎に多種多様である。こうしたことを背

景として、ＣＢＤＣの目的・意義、そして検討動機も、国・地域毎に異なる。 

 

このため、我が国において、ＣＢＤＣの制度設計の大枠を整理していくに

当たっては、主要国・地域における調査研究・検討の動向を参考としつつも、

我が国が置かれている経済・社会情勢や我が国の決済を取り巻く環境・課題

を踏まえた上で、我が国の実情や利用者のニーズに合ったものとなるよう、

多角的に検討を行っていくことが重要である。その際、ＣＢＤＣの制度設計

上の課題が既存の民間デジタル決済手段と共通する課題であるのかも整理し

つつ、既存のキャッシュレス決済に与えうるメリット・デメリットを含め幅

広く検討を進めていくことが望ましい。 

 

あわせて、Ｇ７の「リテールＣＢＤＣに関する公共政策上の原則」やＩＭ

Ｆ（国際通貨基金）のＣＢＤＣハンドブックなどの国際的なスタンダードの

整備・普及に向けて我が国として議論を主導するなど積極的に貢献すること

が重要である。また、我が国のＣＢＤＣも、こうした国際的なスタンダード

と整合的な制度設計としていくことが重要である。 

 

また、制度設計上の主要論点に関する基本的な考え方や方向性は、ＣＢＤ

Ｃの目的・意義に沿って決まっていくものであることから、我が国において

ＣＢＤＣを導入する目的・意義を引き続き整理し、ＣＢＤＣの導入によって

どのような社会課題の解決が図られるのかなど、国民にわかりやすく具体的

に説明を行っていく必要がある。 

 

我が国におけるＣＢＤＣは、経済・社会のデジタル化とキャッシュレス決

済の普及が進む中、デジタル経済にふさわしい通貨として、誰でも、いつで

も、どこでも、安全・確実に利用できる、利便性の高いデジタル決済手段に

していくことが重要である。 

 

このため、（１）利用者の多様なニーズを踏まえつつ、ＣＢＤＣを利便性

の高い決済手段として提供していくために、日本銀行と仲介機関の役割分担

をどう考えるか、（２）我が国では既に各種の決済手段が提供されている中

で、決済システム全体としての安定性・効率性の確保を図っていくために、
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どのようにＣＢＤＣと各種の決済手段との共存・役割分担を行うのか、（３）

いかに決済手段として常時機能させるとともに、プライバシーに対する国民

の懸念に応えていくのか、（４）現行の法制度にも幅広く影響することが想

定される中、法令面の対応をどうするか、といったことが課題となる。 

 

こうした観点から、有識者会議の取りまとめを踏まえ、本節においては、

制度設計の大枠の整理に向けて、 

（１）日本銀行と仲介機関の役割分担（垂直的共存） 

（２）ＣＢＤＣと他の決済手段の役割分担（水平的共存） 

（３）セキュリティの確保と利用者情報の取扱い 

（４）法令面の対応 

（５）その他 

に関する基本的な考え方や考えられる選択肢等について、現時点における考

え方を示していく。なお、諸外国における検討状況や、我が国における経済

・社会情勢や決済を取り巻く環境・課題の変化、我が国におけるＣＢＤＣの

導入の目的・意義の考え方の整理、今後の技術面における進展等を踏まえて、

更なる具体化や必要な見直しを要するものであることに留意されたい。 

 

（１）日本銀行と仲介機関の役割分担（垂直的共存） 

現在、現金の流通に関して、日本銀行は利用者と直接取引をすることなく、

民間金融機関を通じて行っている。ＣＢＤＣについても、現金と同様に、日

本銀行が利用者の多様なニーズに直接対応することは現実的ではないと考え

られることを踏まえれば、民間部門である仲介機関が日本銀行と利用者の間

に立ってＣＢＤＣの授受を仲立ちするという「二層構造」（間接型の発行形

態）とすることが適当であると考えられる。 

 

また、仲介機関がＣＢＤＣの流通に関与することを通じて、日本銀行が取

り扱う利用者情報・取引情報を必要最小限とすることができる10とともに、

仲介機関が利用者情報・取引情報を適切に利活用することを通じて、利用者

の利便性の向上と仲介機関の収益機会の確保を図ることができる。こうした

観点からも「二層構造」が望ましいと考えられる。 

 

この場合、現段階で想定されるＣＢＤＣの発行・流通の基本的な流れのイ

メージは、次のとおりである。まず、利用者は、ＣＢＤＣの利用に当たり、

 
10 利⽤者情報・取引情報の取扱いについては、３．（３）②を参照。 
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仲介機関との間で取引の開始に必要な手続きを行う。次に、利用者は、仲介

機関に依頼することで、現金又は仲介機関に対する預金等と引換えに、ＣＢ

ＤＣの払出を受ける。この際、日本銀行は、仲介機関の依頼に応じ、当該仲

介機関の日本銀行当座預金を減額する一方で、同額のＣＢＤＣを発行する。

その上で、利用者は仲介機関を通じて決済指図を行い、ＣＢＤＣの移転が行

われることになる。 

 

①日本銀行の役割 

日本銀行は、ＣＢＤＣを自らの負債として一元的に発行することから、そ

の記録・確認を正確に行うための仕組み（台帳等）の管理を行うことが適当

である。また、日本銀行の役割としては、こうした仕組みの管理に留まらず、

民間事業者のイノベーションを促進することを通じて、民間決済サービスの

高度化を図るといった「触媒」としての役割を果たすことも求められうる。 

 

日本銀行がこうした役割を果たしていくに当たって、どのような技術を活

用していくかが重要な論点の一つとなる。この点、特定の技術の利用を前提

とした検討を進めるのではなく、「求められる機能の実現のためには、どの

ような技術を採用すべきか」「技術的な制約要因も踏まえた上で、どのよう

な機能を実現していくべきか」といった観点から検討を進めていくべきと考

えられる。また、決済関連分野における技術革新のスピードは目覚ましく、

主要国・地域においても特定の技術の利用を前提とした調査研究・検討はさ

れていない。こうしたことを踏まえれば、具体的な台帳設計を含む技術面の

あり方については、日本銀行における概念実証・パイロット実験の結果や今

後の技術面における進展等を踏まえつつ、トークン型や分散型台帳技術とい

った技術を活用するかも含め、引き続き検討を進めることが適当である。 

 

その上で、ＣＢＤＣの発行・流通・還収のために最低限必要となる基礎的

な機能に関わる部分は、安全性や信頼性を確保する観点から堅牢性・正確性

を持った設計とするとともに、それ以外の部分は、今後の技術面における進

展等にも対応できるように、アジャイルでより柔軟性を持った設計とする方

向で進めていくことが重要であると考えられる。 

 

②仲介機関の役割 

仲介機関は、「二層構造」の下で、日本銀行と利用者の間に立って、ＣＢ

ＤＣの発行・流通・還収に関する業務を行うことになる。具体的には、仲介

機関は、利用者に基礎的な決済手段を提供する観点から、日本銀行との間に
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おいては、ＣＢＤＣの発行・還収に関する業務を担うとともに、利用者との

間においては、例えば取引の開廃手続・顧客管理やインターフェース11の提

供、利用者からの払出・移転・受入依頼への対応といった流通に関する業務

（以下、「コアサービス」とする。）を担うことが想定される。 

 

仲介機関となりうる民間事業者は、その業態や規模が多種多様であり、す

べての仲介機関が同じ業務と責任を担うことは必ずしも現実的ではないこと

から、それぞれの経営実態やその意思・能力に応じて業務を行うことができ

るよう、柔軟で幅広い選択肢が認められることが望ましいと考えられる。こ

うした観点からは、すべての仲介機関が仲介業務のすべてを担う必要がある

とは限らず、例えば、「コアサービス」のみに限定するなど、一部の仲介機

関は仲介業務の一部のみを担うことも想定する必要があると考えられる。 

 

また、誰でも、いつでも、どこでも、安全・確実にＣＢＤＣを利用できる

ようにするだけでなく、他の決済サービスと遜色のない利便性の提供やＣＢ

ＤＣならではの利便性の向上の追求も必要であると考えられる。このため、

仲介機関が、例えば、家計簿サービスや条件付き決済サービスのように、Ｃ

ＢＤＣの利便性を向上させる「追加サービス」12を担うことも考えられる。

ただし、「追加サービス」は仲介機関に固有の業務とは言えず、民間の創意

工夫を促す観点から、公正な競争条件を確保しつつ、現在決済サービスを提

供している民間事業者だけでなく、その他の民間事業者も参入できる方向で

検討することが適当である。 

 

③仲介機関の範囲と規制のあり方 

仲介機関の範囲は、今後、「コアサービス」と「追加サービス」の定義と

その境界を明らかにしていくとともに、仲介機関に求められる業務内容を整

理していく中で、コスト負担のあり方13も踏まえつつ、検討を進めていくこ

とが適当である。その際、現在決済サービスを提供している銀行をはじめと

する預貯金取扱金融機関やその他の事業者は、仲介機関としての役割を担い

うる主体と考えられる。 

 

 
11 利⽤者がＣＢＤＣを利⽤するためのツールを指す。具体的には、スマートフォンアプリや物理カー
ドなどが想定される。 
12 ＣＢＤＣに使途・利⽤期間・地域に関する制限を設定することについては、通貨の⼀様性を失わせ
るとともに、利⽤者に追加的なリスクを与える可能性があることから、主要国においては慎重な意⾒
も⾒られる。⼀⽅、今後の技術⾯における進展や消費者のニーズを踏まえつつ、「追加サービス」とし
て⺠間事業者にサービスの提供を委ねることも選択肢との考え⽅もある。 
13 コスト負担のあり⽅については、３．（５）①を参照。 
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仲介機関への規制のあり方については、個人情報保護・セキュリティも含

め利用者の保護に関わることから、政府として多角的に検討を進めていく必

要がある。その際、仲介機関が担う業務の範囲について民間事業者の選択を

どこまで認めるのか、個別の仲介業務を担うためにふさわしい要件はどのよ

うなものか、その要件が既存の業規制との関係においてどのように位置づけ

られ追加的な対応は必要となるのか、民間事業者の実務にどのような影響を

与えるのか、といった観点も踏まえ、今後の制度設計の具体化に併せて議論

を進めていくべきである。また、仲介機関の負担が過大とならないよう配慮

しつつ、適切な監督を行う仕組みも構築していくことが必要である。 

 

（２）ＣＢＤＣと他の決済手段の役割分担（水平的共存） 

①相互運用性 

現在、個人が決済に利用する主な手段として、現金のほか、銀行預金14、

電子マネーやコード決済、クレジットカード等が存在しており、利用者はそ

れぞれの決済手段の特徴を踏まえた上で使い分けを行っているものと考えら

れる。 

 

こうした中において、我が国が仮にＣＢＤＣを導入する場合においても、

各種の決済手段がその機能や役割を適切に発揮し共存することを通じて、利

用者の選択肢の確保や利便性の向上が実現するとともに、決済システム全体

としての安定性・効率性の確保も図られることが重要である。 

 

その前提として、利用者がＣＢＤＣとその他の決済手段（現金、銀行預金、

電子マネー等）を円滑に交換できるとともに、ＣＢＤＣを運営するシステム

は、既存の民間決済システムと円滑に接続され、将来における更新等にも対

応できるよう柔軟性を持ったものとする必要がある15。 

 

なお、ＣＢＤＣを運営するシステムの構築に当たっては、既存の民間決済

システムをどこまで利活用できるかも論点の一つとなるが、日本銀行におい

て、関係事業者の意見も踏まえつつ、検討を進めていくべきである。 

 

②現金との共存・役割分担 

現金は、ユニバーサルアクセス（誰でも利用できる）・強靭性（いつでも、

 
14 銀⾏における預⾦のほか、預貯⾦取扱⾦融機関における預貯⾦を含む。 
15 今後、⺠間決済システムにおいてセキュリティも含め技術⾯における標準化が進められていくこと
が望ましいとの考え⽅もある。 
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どこでも利用できる）・匿名性という特性を持っており、我が国においては

現金に対する信頼が厚いこともあり、仮にＣＢＤＣを導入する場合にも、引

き続き現金の需要も一定程度残ることが考えられる。 

 

こうした中、政府・日本銀行としては、仮にＣＢＤＣを導入する場合にも、

現金に対する需要がある限り、責任を持って、その供給を継続していく方針

を示しており、今後、ＣＢＤＣと現金は、当分の間、共存していくことにな

ると考えられる16。 

 

こうした観点から、ＣＢＤＣは現金を代替するものではなく、相互に補完

するものと考えることが基本である。その上で、ＣＢＤＣの具体的な制度設

計として、現金との比較でオフライン機能（強靭性）と匿名性について、現

金が引き続き供給されることも踏まえ、その必要性やリスクの両面から検討

を進めていくことが適当である。 

 

まず、オフライン機能17については、例えば自然災害などによって生じる

通信障害や電力途絶といった場面においてもＣＢＤＣの利用を可能にするも

のと考えられ、強靭性の確保に資する。一方、オフライン機能を提供する場

合、ＣＢＤＣの二重使用や偽造のリスクが高まることが考えられる。このた

め、オフライン機能については、今後の技術面における進展等を踏まえた上

で、その内容や導入時期を検討することが適当であるが、現金が引き続き利

用できることも踏まえれば、ＣＢＤＣの導入当初からオフライン機能を導入

する必要性は低いものと考えられる。 

 

次に、匿名性については、ＣＢＤＣが、現在、ＡＭＬ／ＣＦＴ18が重要な

課題となっている中、高額・高頻度での取引が容易になる可能性があること

や、現金が引き続き利用できることも踏まえつつ、検討していく必要がある

と考えられる19。 

 

 
16 政府・⽇本銀⾏の現⾦の供給に関する⽅針については、特に現⾦の需要が急減した場合には、仲介
機関・店舗にとっては負担となりうることにも留意が必要との考え⽅もある。 
17 オフライン機能については、⽀払側・受取側の端末等が共にオンライン（インターネットに接続し
ている状況）か否か、などによっていくつかのパターンが考えられる。 
18 マネー・ローンダリング／テロ資⾦供与対策のほか、⼤量破壊兵器の拡散活動への資⾦供与への対
策も含む。 
19 主要国・地域においても、ＣＢＤＣがデジタル形態であることを理由に、現⾦と⽐較してマネー・
ローンダリング／テロ資⾦供与のリスクが⾼く、現⾦と同等の匿名性は実⾏可能ではない⼜は不適切
であるとの考え⽅が⽰されている。なお、利⽤者情報・取引情報の取扱いについては３．（３）②を参
照。 
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ＣＢＤＣは、我が国の「通貨」として価値尺度の役割を果たす必要がある

が、当面は、現金とあわせて流通することが見込まれることから、その付利

は、現金との等価での交換を損ないかねず、想定することは難しい20。ただ

し、今後、諸外国における議論や我が国の経済・社会情勢等の変化も踏まえ、

そうした機能の技術的な実現可能性を検証しつつ、その必要性とリスクを整

理していくことも求められる。 

 

③銀行預金との共存・役割分担 

銀行預金は、利用者（預金者）にとって価値保蔵手段・決済手段としての

重要な役割を担うとともに、信用創造を通じて経済に必要なマネーを供給す

る機能を担っている。これに対し、ＣＢＤＣは、中央銀行の負債であって信

用創造機能を有していないものの、銀行預金とその役割が類似する面がある。

このため、急激ないし継続的な銀行預金からＣＢＤＣへの資金シフトが生じ

ることも想定され、我が国の金融システム・経済に悪影響を及ぼす可能性が

あることから、金融仲介機能・預金保険制度に及ぼす影響や経済活動全般に

及ぼしうる影響も評価・分析した上で、こうした悪影響を抑止するセーフガ

ード措置を検討していく必要がある。 

 

セーフガード措置としては、保有額制限といった「量」に関するものと、

一定金額以上のＣＢＤＣの保有に対する手数料による対応といった「価格」

に関するものが考えられる。 

 

保有額制限は、銀行預金からＣＢＤＣへの資金シフトを直接制限できるも

のと考えられる一方、手数料による対応は、ＣＢＤＣを保有する魅力を低減

させることを通じて資金シフトを間接的に制限するものであるため、特に金

融ストレス時において機能しない可能性もあり、その効果は必ずしも明確で

はない。こうしたことを踏まえれば、セーフガード措置としては、保有額制

限を主軸として検討していくべきと考えられる21。その際、平常時からセー

フガード措置を講じつつも、経済・社会情勢等に応じて柔軟に内容を変更し

たり、金融ストレス時には追加的な措置を講じることも含めて、検討すべき

である。 

 
20 現在、欧州・英国においては、付利を⾏わない考えが⽰されている。⼀⽅、⽶国においては、付利
の可能性にも⾔及されている。 
21 欧州においては、「価格」に関するセーフガード措置は他の⾦融資産との間において相対的に魅⼒を
低下させるという間接的な⼿法であるとの考え⽅が⽰されており、欧州・英国においては、保有額制
限に焦点を当てた議論が⾏われている。⼀⽅、⽶国においては、保有額制限のほか、ＣＢＤＣに⾦利
を⽀払う場合における⾦利の引下げも選択肢として⽰されている。この点、保有額制限だけではなく、
将来的には⼿数料による対応の可能性についても検討する余地を残すべきとの考え⽅もある。 
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なお、保有額制限の検討にあたっては、利用者が複数口座を開設できる場

合の対応や、保有上限額を超えた受払を行う場合の対応等についても、あわ

せて検討をしていく必要がある。 

 

例えば、保有上限額を超えた受払を行う場合の対応としては、保有上限額

を上回る受取は事前に登録した口座（例：銀行預金口座）に自動的に振り替

える一方、保有上限額を上回る支払は事前に登録した口座から自動的にチャ

ージする、といった機能を付与することが考えられる。こうした機能は利用

者の利便性向上の観点からは重要なものであると考えられるが、こうした機

能を導入する場合においても、登録可能な口座を持たない利用者のＣＢＤＣ

へのアクセスを拒否することのないように留意する必要があると考えられる。 

 

なお、こうしたセーフガード措置は、銀行預金からＣＢＤＣへの資金シフ

トを制限する目的だけでなく、ＡＭＬ／ＣＦＴといった他の政策目的にも資

する可能性や、その他の決済手段との共存につながることにも留意しつつ、

その内容を検討していく必要がある。 

 

④その他の決済手段との共存・役割分担 

その他の決済手段として、現金・銀行預金のほか、電子マネー・ＱＲコー

ド決済（例えば、スマートフォンアプリを利用した○○ペイや交通・流通系

の事業者の発行するＩＣカード）などの決済手段が存在する。 

 

各種の決済手段について、公正かつ自由な競争が行われることにより、利

用者の選択肢の確保や利便性の向上が図られることが重要と考えられるが、

店舗によって利用可能な決済手段が異なることや、異なる決済手段間での送

金ができないことなど、ネットワーク効果が十分に発揮されないおそれもあ

る22。 

 

こうした中、各種の決済手段間の相互運用性の改善や競争促進・ネットワ

ーク効果の更なる発揮の観点から、ＣＢＤＣが一定の役割を果たすことが考

えられる23。つまり、ＣＢＤＣは他の決済手段と「競合」する関係に立つの

ではなく、異なる決済手段間の交換を担保することにより、他の決済手段を

「支える」といった共通インフラとしての役割を果たすことで、各決済手段

 
22 ２０２２年１０⽉に「ことら送⾦サービス」が開始されており、スマートフォンアプリを利⽤した
無料での個⼈間送⾦が実現されている。 
23 英国においては、ＣＢＤＣが⺠間デジタルマネーの間の「橋渡し」資産としての役割を果たす可能
性が⽰されている。 
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間の競争促進とネットワーク効果の更なる発揮につながることが考えられる。

また、平時は民間決済サービスと相互に補完しつつ、緊急時のバックアップ

も含め、決済システム全体としての冗長性24の確保にもつながりうるとも考

えられる。 

 

一方、現在各種の決済手段を提供している民間事業者は、既にシステム構

築や顧客・加盟店獲得のために一定の投資を行っているだけではなく、決済

に関する情報の利活用を通じて収益機会を確保している場合もあることに留

意する必要がある。ＣＢＤＣの導入は民間事業者のビジネスモデルに影響を

及ぼす可能性があることも踏まえ、そのシステムのあり方も含め、関係当局

・関係事業者の間で十分な議論を積み上げていく必要がある。 

 

その際、その他の決済手段との共存・役割分担のあり方によっては、その

ユーザーである店舗・利用者の選択肢や利便性に影響を及ぼす可能性もある

ことから、店舗・利用者も含めて議論をしていくことが必要である。 

 

（３）セキュリティの確保と利用者情報の取扱い 

①セキュリティの確保 

ＣＢＤＣは、利用者にとって決済手段として常時機能する必要がある。こ

のため、サイバー攻撃への耐性の確保や不正利用の防止、個人情報の適切な

管理とその保護の観点から、万全のサイバーセキュリティ対策・情報セキュ

リティ対策を講じることが必要である。その際、情報通信技術・プライバシ

ー関連技術は日進月歩であることも踏まえ、今後の技術面における進展等を

踏まえた対応を図っていくことが重要である。 

 

セキュリティの確保に当たっては、日本銀行だけではなく仲介機関・民間

事業者・利用者（その利用する端末を含む）それぞれに求められる対策を整

理・実施する必要がある。また、セキュリティに対するリスクは、サイバー

攻撃に限らず多種多様なものがあることを踏まえ、システム全体としての堅

牢性・冗長性を確保していくことも重要である。 

 

更に、システム障害や事故等が発生しないよう、これまでの経験や教訓を

活かしつつ、事前のセキュリティ対策に万全を期すことはもちろん重要であ

るが、決済システムは日常の経済取引の根幹となるものである以上、そうし

 
24 冗⻑性とは、システムの⼀部において障害が発⽣した場合においても、システム全体の停⽌に⾄ら
ないように配慮したシステム設計を⾏うことを指す。 
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た事態が生じた場合の事後対応にも万全を期す必要がある。こうした観点か

ら、ＢＣＰ（業務継続計画）を事前に定めるとともに、訓練の実施を通じて

その実効性を高めるなど、早期に復旧することができる体制整備を図ること

も必要である。 

 

②利用者情報・取引情報の取扱い 

ＣＢＤＣは、デジタル決済手段であることから、その利用者情報・取引情

報の取扱いが課題となる。個人情報保護の観点からは、プライバシーの確保

が前提であり、制度設計の段階から個人情報保護措置を事前に組み込んでい

く「プライバシー・バイ・デザイン」の考え方に沿って検討していくことが

重要である。 

 

その上で、プライバシーの確保については、利用者情報・取引情報の利活

用を通じ追加サービスの提供など利便性の向上や、ＡＭＬ／ＣＦＴをはじめ

公共政策上の要請への対応とのバランスを図っていくことが必要である。ま

た、公益に資する形での利用もあり得ることも考慮する必要がある。 

 

こうした観点から、まず仲介機関（「追加サービス」について、その他の

民間事業者が参入することを認める場合、その他の民間事業者も含む。以下、

３．（３）②において同じ。）については、既存の決済手段と同様に、情報

の取得・利用や保管・管理等に際し、個人情報保護法など関係法令を踏まえ、

取得前に情報の利用目的を特定するほか、必要な期間のみ保有し不要になれ

ば速やかに消去するなど、適切に情報を取り扱うことが基本と考えられる25。 

 

その上で、仲介機関が利用者情報・取引情報の大部分を取り扱うことが想

定されるため、その範囲についても更に検討を進めていく必要がある。その

際、ＣＢＤＣが、現状の銀行預金やデジタル決済手段よりも、多くの情報を

収集することや、情報を利活用する用途を大幅に拡大するものとならないよ

うに留意する必要がある。また、情報の利活用の目的が社会的に受容される

必要があるとともに、情報の利活用が利用者に不利益をもたらすことがない

ようにすることも重要である。 

 

更に、仲介機関による利用者情報・取引情報の利活用のニーズは、収益機

 
25 仲介機関における利⽤者情報・取引情報の取扱いのあり⽅については、経済合理性の観点から、情
報管理に留意しつつ、複数の仲介機関が共同して保有・管理するといった考え⽅も選択肢の⼀つとな
ると考えられる。 
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会の確保のあり方を含め、業種などによって異なっているほか、匿名化され

た情報であっても有用なものもある。こうしたことを踏まえて、利用者情報

・取引情報の利活用のあり方については、社会全体として利活用する視点も

含め、検討していくことも重要である。 

 

次に、日本銀行については、ＣＢＤＣを自らの負債として一元的に発行す

ることになるため、その記録・確認を正確に行うための仕組み（台帳等）の

管理を行うこととなるが、利用者情報・取引情報を取り扱う範囲は必要最小

限とすることが基本と考えられる。 

 

例えば、日本銀行は個別の利用者情報・取引情報を可能な限り取得・保有

することがないよう設計すること26が考えられる。また、仮に個別の情報を

取得・保有する場合も、匿名化などの措置を講じることや、必要な期間のみ

保有し不要になれば速やかに消去することが考えられる。 

 

一方、政府については、現在の仕組みと同様、平時においては利用者情報

・取引情報を取り扱うことなく、ＡＭＬ／ＣＦＴをはじめ公共政策上の目的

に基づき、必要に応じて情報提供を受けることが基本と考えられる。その際、

国民のプライバシーに関する懸念を払拭する観点から、その目的や対象を事

前に明確にしておく必要がある。 

 

公共政策上の要請との調和については、例えば、プライバシーの確保とＡ

ＭＬ／ＣＦＴなど不正利用対策の要請を調和させることが必要である。不正

利用対策の観点からは、既存の決済手段における取扱いと同様に、ＣＢＤＣ

の利用に当たって本人確認等を行う必要がある27。また、マネー・ローンダ

リング事犯やサイバー事案の取締の観点からは、利用者が特定され、ＣＢＤ

Ｃの犯罪収益等としての移転や不正アクセスによる情報流出等の痕跡が追跡

できることが望ましいと考えられる。 

 

その上で、プライバシーの確保に配慮する観点から、例えば、取引額の上

限の多寡に応じて利用者の提供するべき情報の範囲を設定することも選択肢

 
26 ⽇本銀⾏が情報を取得・保有しなくとも、仲介機関において利⽤者を特定すれば公共政策上の要請
にも対応できると考えられる。 
27 仲介機関の投資負担の軽減も考えつつ、既存のＡＭＬ／ＣＦＴの共同活⽤・⾼度化なども参考とな
る。なお、例えば、全国銀⾏協会において、⾦融機関のＡＭＬ／ＣＦＴ業務の⾼度化・共同化を図る
ことを⽬的として、マネー・ローンダリング対策共同機構を設⽴し、ＡＩによって疑わしい取引や取
引謝絶になり得る可能性を⽰すスコアを付与する「ＡＩスコアリングサービス」等を提供する予定で
ある。 
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として考えられる28。一方、ＡＭＬ／ＣＦＴなど不正利用対策の要請とも調

和させる必要があることから、ＢＩＳやＦＡＴＦ（金融活動作業部会）など

今後の国際的な議論の動向も見ながら、検討を深めていく必要がある。その

際、利用者の提供するべき情報が異なることは仲介機関にとって実務上の負

担となりうるため、関係事業者の意見を踏まえつつ検討する必要がある。 

 

また、海外旅行客など非居住者による利用については、本人確認等は困難

となることが想定される一方、海外旅行客は既にクレジットカード等の他の

決済手段を国内で容易に利用できる。こうしたことを踏まえれば、ＣＢＤＣ

の利用者の範囲は当面国内居住者としつつ、非居住者については、インバウ

ンド観光の促進の観点も含め、今後の検討課題とすることも考えられる29。 

 

その上で、仮にＣＢＤＣを非居住者との取引に利用することを認める場合

には、経済制裁措置の実効性確保など、外国為替法上の法益を確保できる制

度設計としていく必要がある。 

 

（４）法令面の対応 

ＣＢＤＣについては、その通貨制度における位置づけのほか、無体物であ

るＣＢＤＣの所有・移転に関する民事法上の整理、ＣＢＤＣの不正利用に関

する刑事法上の整理、個人情報保護を含めた仲介機関に対する規制のあり方

など、ＣＢＤＣの導入は現行の法制度に幅広く影響することが想定される。

このため、今後、制度設計の具体化に併せて、法令面の検討を進めていく必

要がある。 

 

その際、制度設計面の検討・法令面の検討・技術面の検討について、足並

みをそろえて進めていくことが重要である。特に、今後とも技術は進歩して

いくことを踏まえ、技術面のあり方が法令面の対応にどのように影響するか

を整理した上で、将来の技術革新に柔軟に対応できる制度設計とし、法制度

が特定の技術を前提としないようにしていくことが重要である。 

 

①通貨法上の整理 

現金（紙幣・貨幣）は、日本銀行法・通貨法において法貨として通用する

 
28 ＣＢＤＣの利⽤は少額のリテール決済が中⼼となると想定されることから、取引額制限等を⾏った
上で、相対的にプライバシーを重視できるのではないかとの考え⽅もある。 
29 英国においては、基本的に⾮居住者による利⽤を認める考え⽅が⽰されている。⼀⽅、欧州におい
ては、ＣＢＤＣの導⼊当初は基本的にユーロ圏の居住者による利⽤のみを認め、⾮居住者による利⽤
は導⼊後のいずれかのタイミングにおいて検討するという考え⽅が⽰されている。 
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と規定されている。ＣＢＤＣの通貨制度における位置づけについては、現金

との互換性を確保するとともに、決済手段として広く受け入れられるよう、

法貨とすることが基本であり、その場合、法律で規定することが必要と考え

られる。 

 

ＣＢＤＣを法貨と位置づける場合、ＣＢＤＣの移転が民法上の金銭債務の

本旨弁済となり、当事者間の合意によらずに発生する法定債権であっても、

債権者は受取を拒むことができない。また、法貨であっても、当事者間の合

意に基づき、他の手段で支払うことも可能であるとされているため、ＣＢＤ

Ｃの受取を拒む店舗が現れる可能性も排除できない。このため、一般受容性

を高める観点から店舗を含む利用環境の整備等について検討していく必要が

ある30。 

 

②民事法上の整理 

現金の場合、その所有と占有は一致するとされているが、ＣＢＤＣの場合、

デジタル形態であり占有の事実状態を直ちには観念できない。このため、Ｃ

ＢＤＣの帰属や移転の取扱いを整理するとともに、あわせてＣＢＤＣの不正

取得等が生じた場合の対応について、ＣＢＤＣの高い流通性を確保する観点

と損害を受ける利用者の救済の観点から整理することが必要である。 

 

また、民事執行法は動産や債権といった財産の種類に応じて強制執行の方

法を定めており、強制執行の目的となる財産をどのように整理するかによっ

て差押え等の手続が異なる。このため、現在の現金や預金債権に対する強制

執行の取扱い31を踏まえつつ、ＣＢＤＣに対する差押え等をどのように行う

か検討する必要もある。 

 

③刑事法上の整理 

現行刑法の通貨偽造罪等は有体物である銀行券等を客体としているため、

有体物でないＣＢＤＣを不正に作出するなどの行為に対する罰則のあり方を

検討するとともに、民事実体法上の検討状況等も踏まえ、刑事実体法におけ

るＣＢＤＣの帰属や移転等について整理する必要がある。 

 

また、ＣＢＤＣの通貨偽造にあたる行為に対する取締の観点からは、ＣＢ

 
30 欧州においては、ＣＢＤＣを法貨とする場合、仲介機関が店舗に対して過度な⼿数料を徴収しない
ようにするセーフガード措置を講じるべきとの考え⽅が⽰されている。 
31 現在、現⾦に対する強制執⾏は動産執⾏の⽅法により、預⾦債権に対する強制執⾏は債権執⾏の⽅
法により、それぞれ⾏われている。 
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ＤＣを不正に作出するなどの行為がそもそも困難であることや、通貨偽造に

あたる行為が行われた場合は判別できることが望ましいと考えられる。更に、

刑事手続における犯罪収益等の剝奪及び被害回復の観点からは、民事手続法

上の検討状況等も踏まえ、ＣＢＤＣの押収・没収等の方法をあわせて検討し

ていく必要もある。 

 

④仲介機関に対する規制のあり方 

仲介機関への規制のあり方32については、個人情報保護・セキュリティも

含め利用者の保護に関わることから、政府として多角的に検討を進めていく

必要がある。今後、ＣＢＤＣの制度設計の具体化が更に進んでいく中で、既

存の民間決済手段に対する各府省庁の所管法令に基づく規制・監督との関係

や追加的な対応の要否を検討することが必要である。 

 

（５）その他 

①コスト負担のあり方 

今後、ＣＢＤＣの制度設計の大枠の整理後、制度設計の具体化が更に進ん

でいく中で、国民的議論を経て、ＣＢＤＣを導入するかどうかの判断を行う

ことになると考えられるが、その判断に当たっては、ＣＢＤＣの意義・目的

とともに、システムの開発・運用など導入・運営に要するコストの全体像も

あらかじめ明らかにしていく必要がある。 

 

その中で、コストの規模感にとどまらず、コスト負担のあり方についても

整理していく必要があるが、ＣＢＤＣに関するエコシステム全体を見渡しつ

つ、ＣＢＤＣの導入によって受益する各種の主体がコストを負担するといっ

た考え方や、公的なインフラとして公的主体がコストを負担するといった考

え方があり、今後検討していくことが必要と考えられる33。 

 

いずれにせよ、コスト負担のあり方については、今後、制度設計の具体化

が更に進んでいく中で、ＣＢＤＣの利用によって受益する主体は何か、決済

に関する公平な競争環境をどのように担保するかなど、幅広い観点から丁寧

に検討を進めていくことが必要である34。 

 

 
32 仲介機関の範囲と規制のあり⽅については３．（１）③を参照。 
33 公的主体のコスト負担に関して、⽇本銀⾏がコストを負担する場合であっても、国⺠にとって直接
⽬に⾒えにくいものの、最終的には国⺠の負担に帰着することに留意が必要である。 
34 仮にＣＢＤＣに関する各種⼿数料等が導⼊される場合には適正な内容・⽔準に設定することが考え
られる。 
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②クロスボーダー決済 

クロスボーダー決済については、迅速・低コスト・透明性のあるものに改

善していくことが国際的な課題であり、Ｇ７・Ｇ２０などの国際会議やＦＳ

Ｂ（金融安定理事会）・ＢＩＳなどの国際機関を中心に議論が進められてい

るところである35。 

 

こうした課題に対応するため、ホールセール型を中心としてＣＢＤＣの活

用も選択肢となり得るが、世界各国においてＣＢＤＣが導入され、将来的に

クロスボーダー決済に活用される場合があることも踏まえれば、まずはＣＢ

ＤＣ間の相互運用性の確保の観点から、技術面における標準化を通じた国際

連携を進めておくことが重要である。 

 

この点、日本銀行は、これまでも技術面における標準化に関する国際的な

議論に積極的に参加・貢献してきているところであり、今後ともこうした取

組を継続する。 

 

なお、クロスボーダー決済の課題は、各国のＣＢＤＣや決済システムの相

互運用性を確保すれば、すべてが解決されるといったものではないことに留

意する必要がある。つまり、クロスボーダー決済は通常、各国通貨間の交換

を伴うだけではなく、例えば各国間でＡＭＬ／ＣＦＴ等の規制の要件が異な

ることから、金融機関において実務上の対応が必要となる36。 

 

このため、クロスボーダー決済の改善に向けては、各国のＣＢＤＣや決済

システムの相互運用性の確保にとどまらず、各国間における規制や法制度の

調和をいかに図るかといった他の課題についても、国際的に連携しながら、

その対応を検討していく必要がある。あわせて、民間主導のクロスボーダー

決済の課題解決の取組に関する動向を把握していく必要がある。 

 

また、クロスボーダー決済が高い透明性を確保しつつ、プライバシー保護

やＡＭＬ／ＣＦＴ、サイバーセキュリティ対策などの課題・リスクに適切に

対応したものとなるよう、クロスボーダー決済に関する国際的なスタンダー

 
35 クロスボーダー決済の改善に向けて、ＢＩＳや各国・各地域の中央銀⾏はホールセール型ＣＢＤＣ
の活⽤等を想定した技術的検証を⾏っているほか、アジア諸国を中⼼に即時決済システムの接続に向
けた取組も⾒られる。 
36 英国においても、各国間でＡＭＬ／ＣＦＴの基準が異なることにより⽣じる摩擦をＣＢＤＣ⾃体が
緩和することはないという考え⽅が⽰されている。また、⽶国においても、各法域におけるガバナン
スや規制等に関する整合について課題があることが⽰されている。 
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ドの議論にも我が国が積極的に貢献していく必要がある。 

 

③その他の行政上の課題 

その他の行政上の課題としては、ＣＢＤＣにおける本人確認の手法などに

おいてデジタル技術の活用のあり方について検討していく必要もある。また、

ＣＢＤＣは、多様な属性を持つ利用者に利用されることも踏まえ、デジタル

技術を活用できる方がより便利に、またそうではない方も恩恵を享受できる

よう、「誰一人取り残されない、人に優しいデジタル化」に配慮することも

必要となる。 

 

更に、金融や決済に関する消費者トラブルの相談が現在も全国の消費生活

センターに寄せられており、仮にＣＢＤＣを導入する場合、ＣＢＤＣに便乗

した詐欺や悪質商法の発生が懸念されるところであり、関係府省庁・日本銀

行が連携して消費者に対する注意喚起等の取組を検討・推進していく必要も

ある。また、不正取得等が生じた場合に損害を受ける利用者の救済のあり方

を検討していくことにより、消費者による安心した利用につなげていくこと

も重要である。 

 

 

４．おわりに 

通貨は、我が国の経済取引の根幹を支えるものであり、そのあり方は我が

国の国民生活にも広く影響を与えるものである。このため、通貨制度のあり

方は、幅広い観点から、その将来のあるべき姿を見通していく必要がある。 

 

また、欧米といった主要国・地域のほか、例えば我が国と経済的関係が深

いアジア諸国も含め、諸外国の動向をよく把握することが不可欠である。ま

た、技術面における進展も日進月歩で生じていくことが想定される。 

 

このため、本連絡会議としては、本中間整理に基づき更に検討を深め、制

度設計の大枠の整理を行うとともに、その後、ＣＢＤＣを国民的議論を経て

導入すると判断した場合には遅滞なく発行することができるよう、引き続き

諸外国の動向や今後の技術面における進展等を見つつ、更なる具体化や必要

な見直しを行っていく。 

 

その際、ＣＢＤＣの導入によって、どのような社会課題の解決が図られる

か、どのようにセキュリティやプライバシーは確保されるかなど、国民にと
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ってわかりやすく具体的に説明を行っていくことが求められる。また、ＣＢ

ＤＣに関する健全なエコシステムを構築していくために、関係事業者など幅

広いステークホルダーの意見を踏まえて議論を積み上げていくことも重要で

ある。 

 

通貨は、国家に対する信頼・信用に基づいて利用されていることを十分に

認識した上で、引き続き、政府・日本銀行が密接に連携しながら、ＣＢＤＣ

に関する検討を進めていく。 

 

以 上 
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２．開催実績 

第１回 ２０２４年 １月２６日 

・連絡会議の設置について 

・今後の進め方について 

 

第２回 ３月１２日 

・各府省庁の所管行政において生じる「課題」について 

 

第３回 ４月１７日 

・中間整理について 


